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　この第 247 条は，現行の民事訴訟法（平成８年法律第 109 号・平成８年６
月 26 日公布，平成 10 年１月１日施行）に改正される前の民事訴訟法（明治










広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 91
に誤解するおそれがある。
　ちなみに明治 23 年法律第 29 号民事訴訟法は，平成８年法律第 109 号民事
訴訟法附則第２条により，題名が「公示催告手続及ビ仲裁手続ニ関スル法律」
と改められた上で生き残り，さらに，新制定された「仲裁法」（平成 15 年法
律第 138 号・平成 15 年８月１日公布）附則第９条により題名が「公示催告手
続ニ関スル法律」と改められてさらに生き残り，最終的に「民事関係手続の
改善のための民事訴訟法等の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 152 号・
平成 16 年 12 月３日公布）附則第２条により廃止された。公示催告手続その
ものは，同法第２条により，非訟事件手続法（明治 31 年法律第 14 号）の第
4編に移された後，現行の非訟事件手続法（平成 23 年法律第 51 号・平成 23
年５月 25 日公布）の制定に伴い，その第 4編としてやっと落ちついた。元の
































































































































第１項は「行政事件訴訟法の一部を改正する法律」（平成 16 年法律第 84 号・
















16 年１月 16 日に「行政訴訟制度の見直しのための考え方」という意見書が
提出されたが，その中で以下のような「取消訴訟の原告適格の拡大」につい
ての意見が示されている。































　平成 16 年３月  ２日　内閣：法案を国会提出（衆議院が先議）
　　　　　  ５月 18 日　衆議院本会議：全会一致で可決
　　　　　  ６月  ２日　参議院本会議：全会一致で可決















































































　平成 16 年 12 月３日公布の「民事関係手続の改善のための民事訴訟法等の
一部を改正する法律（平成 16 年法律第 152 号）」は，社会の IT化に対応する
ため，将来的に民事訴訟手続等のオンライン化を図るという方向へ踏み出す
第一歩として，まず申立て等をインターネットを利用して行うことができる



















をいう。第 397 条から第 401 条までにおいて同じ。）を用いてすることができる。た
だし，督促手続に関する申立て等であって，支払督促の申立てが書面をもってされ
たものについては，この限りでない。

































































































































































































































は昭和 56 年の常用漢字表 1945 字，平成 22 年の改訂常用漢字表 2136 字にも
含まれていないが，平成 2年「人名用漢字別表」（戸籍法施行規則別表第二）
の改正において追加された118字に含まれている。（この規則は初めて見たが，
広島法科大学院論集　第 16 号（2020 年）－ 109
法令番号が「昭和 22 年司法省令第 94 号」であった。）
　さて，署名・記名と押印という言葉で思い出すのは，１条だけから成り，
また「第１条」という条名が付されていない法律として有名であった「商法









整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）」の第１条により廃止された。
しかし，第 64 条「商法の一部を次のように改正する。」の中で，同趣旨の規
定が，商法第 32 条として定められたが，「商法及び国際海上物品運送法の一
部を改正する法律（平成 30 年法律第 29 号）」により最終的に削除された。
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　民事訴訟法　　　　Code of Civil Procedure
　民事訴訟規則　　　Rules of Civil Procedure
　　人事訴訟法　　　Personal Status Litigation Act
　　家事事件手続法　Domestic Relations Case Procedure Act
　　非訟事件手続法　Non-Contentious Case Procedures Act
　刑事訴訟法　　　　Code of Criminal Procedure Act
　刑事訴訟規則　　　Rules of Criminal Procedure



















106 年－前 43 年）は，『老年について』（Cato Maior De Senectute）という著作
の中で，語り手に擬せられた大カトーに，次のように語らせている。
　○キケロー『老年について』第 25節（中務哲郎訳・岩波文庫 2004 年，29 頁）
　　 　まことに，農夫なら，どれほど年老いていようが，誰のために植えるのか，と尋ね
られたら，ためらわずこう答えるであろう，
　　 　「不死なる神々のために。神々は，私がこれを先祖から受け継ぐのみならず，後の世
に送り渡すようにとも望まれた」。（Cic.sen.25）
　第 24 節には，「次の世代に役立つようにと木を植える」（Cic.sen.24）とい
う言葉もある。この「法令用語釈義」を毎年１編ずつ書き続けている私の気
持ちを一番表している言葉である。
　さらに第 49 節にはこうある。「まことに，研究や学問という糧のようなも
のが幾らかでもあれば，暇のある老年ほど喜ばしいものはないのだ。」（Cic.
sen.49）これは田邊教授に贈ろう。
　最後に少し PR。この岩波文庫（青 611-2）の現在のカバー写真「カピトリー
ノ美術館蔵のキケロー」は，私が撮影して，岩波書店の求めに応じて提供し
た写真である。
